
■公営住宅等による要支援世帯の推計（公営住宅供給目標量設定支援プログラムの概要） 

１．公営住宅の供給量の目標量設定の考え方 

○住生活基本法により、都道府県は住生活基本計画を定めることが義務付けられており、その中で公営住

宅の供給の目標量を定め、計画的な実施を図ることとされている。 
○目標量設定の基本的な考え方は以下の通り。 

   ・公営住宅の供給の目標量は、新規の建設及び買取りの戸数、建替えによる建替え後の戸数、民間住宅等の

借上げの戸数、既存公営住宅の空家募集の戸数を合計したものとし、居住の安定の確保を図るべき世帯に

対し必要な住宅供給を行う観点から設定すること 

   ・都道府県内の住宅事情を踏まえ、市場において自力では適正な水準の住宅を適正な負担で確保することが

困難と見込まれ、公的な支援により居住の安定の確保を図るべき世帯（以下「要支援世帯」という）に対して必

要な目標量を設定すること 

２．公営住宅供給目標量設定支援プログラムによる推計方法 

○公営住宅の供給目標量を算定するために、国土交通省から都道府県に配布している「公営住宅供給目

標量設定支援プログラム」を活用し、10 年後(平成 37 年度)の横浜市の公営住宅等による要支援世帯

数の推計を実施する。【推計結果は資料 6 参照】 

○右に「公営住宅供給目標量設定支援プログラム」による推計フローを示す。 

○近年の厳しい財政状況のもとでは、公営住宅の量的拡大が困難なこと、一方、公営住宅入居資格世帯

の全てが、公営住宅への入居ニーズを有しているとは限らないことから、公営住宅入居資格世帯のうち、

住宅困窮度別の世帯数を算出し、公営住宅等の供給対象とすべき要支援世帯数として設定する。 

○なお、要支援世帯は、公営住宅以外の借家世帯を対象に算出することとされている。 

○設定した要支援世帯に対し、公営住宅の供給やその他住宅等の活用などで対応することとされている。 

【要支援世帯の算出について】 

●要支援世帯は、公営住宅入居資格世帯のうち、年収・居住面積水準・家賃負担率等から住宅困窮状況ごとに区分し

推計。 

※１：著しい困窮年収：世帯年収と地域の民営借家市場の実態から、自力で最低居住面積水準を達成すること（適切

な家賃負担割合で最低居住面積水準以上の民間賃貸住宅を確保すること）が著しく困難な年

収をいう。 

著しい困窮年収（年収分位別・世帯人員別） 

＝[民営借家の平均家賃]×[最低居住面積水準面積]÷[地域別家賃負担限度率] 

 

【民営借家の平均家賃】：平成 20年住調（当該地域における全民営借家の平均）⇒横浜市 1,976 円/㎡・月 

【地域別家賃負担限度率】：標準限度率×立地係数 

  ［標準限度率］：全国共通値⇒世帯人数、年収に応じ設定 

  ［ 立地係数 ］：公営住宅制度の市町村立地係数⇒横浜市 1.3 

※２：最低居住面積水準：住生活基本計画（全国計画）で定められており、世帯人数に応じて健康で文化的な住生活

の基本とし必要不可欠な住宅面積に関する水準をいう。 

①単身者：25㎡ ②２人以上の世帯：10㎡×世帯人数＋10㎡ 

※３：高家賃負担率：当該地域の年収 200 万以下の世帯のうち民営借家居住世帯における平均家賃負担率 

（平成 20年住調ベースの年収と家賃の比率）⇒横浜市 49.7% 

■要支援世帯数の推計フロー（公営住宅供給目標量設定支援プログラム） 

 

○公営住宅の空家募集・新規整備・建替・全面的改善等 

○公営住宅以外の公的賃貸住宅の活用        ○民営借家に対する独自施策等による活用  等 

【参考資料４】 
第２回横浜市住宅政策審議会 

（３）要支援世帯に対応する公営住宅等の供給計画 

（２）⑦で設定した要支援世帯に対し、公営住宅の供給やその他住宅等の活用により、対応可能な戸数を設定。 

   

 

 

 

 

 

（２）年収と居住面積水準等から見た要支援世帯数の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）目標時点の公営住宅入居資格世帯数の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 平成 20 年度央*の世帯数の推計（所有関係別・年収分位別・世帯人数別） 

② 平成 27 年度末の世帯数の推計（所有関係別・年収分位別・世帯人数別） 

③ 平成 27 年度末～37 年度末の増加・減少世帯数の推計 

④ 平成 37 年度末の世帯数の推計（所有関係別・年収分位別・世帯人数別） 

＋ 

⑤ 平成 37 年度末の公営住宅入居資格世帯数の推計 

（所有関係別・年収分位別・世帯人数別） 

← 平成 20 年住調 

 

← 平成 26 年将来世帯推計 

← 平成 20 年住調 

← 平成 26 年将来世帯推計 

 

← 平成 20 年住調 

← 平成 26 年将来世帯推計 

← 平成 22 年国調 etc 

 

 

【推計に使用する統計データ等】 

← 平成 20 年住調 

⑥ 市場ニーズの推計（困窮状況） 

⑤を年収・居住面積水準・家賃負担率等から、住宅困窮状況ごとに区分し世帯数を推計 

 ⑥）-1 当該地域における著しい困窮年収世帯の推計 

⑥）-２ 最低居住面積水準未満世帯の推計 

⑥）-３ 最低居住面積水準未満世帯のうち、家賃負担率が高家賃負担率以上となる世帯の推計 

*年度央：年度の中央時点 

⑦ 要支援世帯数（標準）の算出 (*左記を参照) 

⑤の公営住宅入居資格世帯から、⑥によって算出される困窮状況類型（１）～（４）を要支援世帯に設定。 
※なお、困窮度状況類型（１）～（４）を全て見込まず、算入する率を設定することも可能である 

 

（３）最低居住面積水準未満かつ著しい

困窮年収以上の世帯   

最低居住面積水準以上かつ著しい困窮年収以上

の世帯 

（４）うち高家賃負担率（※３）以上の世帯    

（１）最低居住面積水準未満かつ著しい

困窮年収未満の世帯   

 

最低居住面積水準以上かつ著しい困窮年収未満

の世帯 

（２）うち高家賃負担率以上（※３）の世帯    

 

収入分位25%以下（一般階層） 
（40％以下（裁量階層）） 

著しい困窮 
年収（※１） 

居住面積 

年収 

最低居住面積水準（※２） 


